岩手 県 消費 者 施策 推進 計画 (2020 ン 2024) 素 楽 の 概要 
いわ て 県 民 計画 (2019 ン 2028) 
V 安全 28 事故 や 犯罪 が 少な く 、 安 全 ・ 安 心 に 暮らせ る まち づく り を 進め ます 
〇 消費 者 トラ ブル の 未然 防止 と 早期 解決 の た め の 、 消 費 者 被害 の 防止 に 向け た 情報 提供 や セミ ナー の 開催 な せ ど に よる 消費 者 教育 の 推進 及び 相談 機能 の 充実 
・ 広報 媒体 の 活用 等 に よる 消費 生活 に 係る 情報 の 提供 ・ 高齢 者 等 の 消費 者 の 特性 に 応じ た 消費 者 教育 の 推進 ・ 成年 年 齢 の 引下げ に 対応 し 、 若 年 層 に 向け た 啓発 や 相談 機能 の 強化 
・ 消費 者 トラ ブル の 早期 解決 の た め の 相 談 機 能 の 充実 















































































































































_ 第 4 期 消費 者 基本 計画 ( 国 ) 消費 者 施策 推進 計画 (県) 。 計画 期間 2020~2024 


[ 基本 目標 : 消費 者 被害 の 防止 と 救済 に 取り 組み 、 暮 らし の 安心 を 実感 で きる 岩手 | 


施策 の 方 向 施策 の 展開 
商品 や サー ビス の 安全 の 確保 品 等 の 安全 性 を 確保 する た め 、 関 係 する 法律 に 基づく 監視 指導 及び 検査 を 行い ます 。 
(1) 監視 指導 及び 検査 の 徹底 昌 テス ト の 結果 や 消費 者 事故 の 情報 を 県 民 に 迅速 に 提供 し ます 。 
肖 費 者 事故 の 調査 ・ 公 表 生活 関連 物資 の 価格 動向 等 を 調査 し 、 必 要 に 応じ て 事業 者 へ の 協力 要請 等 を 行い ます 。 
























































【 基 本 的 方 向 】 
消費 者 被害 の 防止 

・ 厳 格 な 法 執行 等 に よる 消費 者 保 3 ( 

. 靖 旨 者 が 必要 な 情報 を 得 ら れる 環境 整備 (3) 生活 関連 物資 の 安定 供給 ・ 価 格 の 安定 化 消費 者 の 自主 的 、 合 理 的 な 選択 の 機会 を 確保 する た め 

NB の PP の Pe 目 導 及 び 検 査 を 行い ます 。 

消費 者 の 自立 と 事業 者 の 自主 的 取組 の 加速 2 消費 者 と 事業 者 と の 取引 の 適正 化 取引 が 適正 に 行わ れる よう 、 訪 問 販売 な どの 事業 者 に 対す る 指導 監 

・ 消 費 者 教育 その 他 の 普及 啓発 (1) 規格 ・ 表 示 の 適正 化 の 推進 (1) 様々 な 広報 媒体 を 通じ て 情報 提供 を 行う と と も に 、 ラ イフ ステ ー ジ に 

・ 事 業者 の 自主 的 な 取組 支援 の 枠組 構築 消費 者 契約 の 適正 化 の 推進 RE 時 PC の 

(2) 高齢 者 の 特性 に 配慮 し た 出前 講座 を 開催 する ほか 、 地 域 団体 や 高齢 者 福祉 
し た 注意 喚起 や 啓発 を 行い ます 。 

(3) 教員 向け 研修 や 高校 生 向け セミ ナー の 開催 な ど 、 関 係 機関 と 連携 し 、 若 年 者 に 対す る 消 
教育 の 充実 を 図り ます 。 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































3 協 働 に よる 豊か な 社会 の 実現 
・ 持 続 可能 な 社会 の 形成 消費 者 教育 の 推進 
・ 消 費 者 と 事業 者 と の WIN-WIN 関 係 の 構築 ) 消費 者 教育 の 充実 

・ 協 働 を 支え る 地域 の 枠組 の 構築 齢 者 に 対す る 消費 者 教育 の 挫 

a i 用 ii (3) 電子 商取引 の 抜 大 に よる トラ ブル 防止 の た め 、 実 際 の トラ ブル 事例 の 紹介 や 対応 策 の 啓発 を 
4 デジ タル 化 ・ 国 際 化 に 伴う 新しい 課題 へ の 対応 ) 成年 年 齢 引下げ へ の 対応 Ne 




































































































































































































































































・ デ ジタル 化 に より 実現 する Society5.0 へ の 対応 Si (5) 障がい 者 支援 に つなが る 商品 の 購入 や エコ バッ グ の 持参 な ど 、 人 や 社会 、 環 境 へ 配慮 し た 消 
・ 国 際 化 の 進展 へ の 対応 将 統 可能 な 仕 会 の 実 更に 向け た 行動 の 眉 人 行動 (エン シカ ル 消費 ) の 普及 啓発 を 図り 、 持 続 可 能 な 社会 の 実現 に 向け て 消費 者 や 事業 者 の 
5 災害 ・ 感 染 症 拡大 な ど 緊 急 時 対応 ヨ 主 的 な 行動 を 促進 し ます 。 
4 消費 者 被害 の 救済 (1) 消費 生活 相談 員 の 資質 向上 や 弁護 士 相談 の 実施 に よる 相談 対応 の 充実 を 図り ます 。 

【 重 点 施策 】 1) 消費 生活 相談 対応 の 充実 (2) 弁護 士 会 や 福祉 等 ER 多重 債務 者 弁護 士 相談 な どの 法 的 解決 支援 や 生 ! 
消費 者 被害 の 防止 (2) 多重 債務 問題 に 対す る 解決 支援 建 に 向け た サポ ー ト を 行い ます 。 
a (3) 地域 の つなが り を いか し た 見 守り 体制 の 構築 季 域 に お ける 高齢 者 等 の 消費 者 被害 防止 ・ 救 済 の た め 、 関 係 団体 の 連携 に よる 消費 者 安全 確保 
画 等 を 通じ た 経済 ・ 社 会 構造 の 変 草 の 促進 地域 協議 会 (見 守り ネッ トワ ー ク ) の 設置 を 促進 し ます 。 


消費 生活 に 関連 する 多様 な 課題 へ の 機動 的 ・ 5 市 町 村 ・ 関 係 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 市 町 村 の 消費 生活 相談 員 の 研修 会 を 開催 する ほか 、 困 難 な 相談 事案 に つい て 再 
4 Q) 市 町 村 の 相談 体制 の 充実 へ の 支援 得る 機会 を 提供 する な ど 、 解 決 に 向け た 支援 を 行い ます 。 
情報 提供 係 機関 と の 連携 (2) きめ 細か な 消費 者 支援 の た め 、 護 士 会 や 警察 等 の 関係 機関 と 連携 し て 対応 し ます 。 
消費 者 と 事業 者 と の 協 働 0 IE RN こ 資 する 活動 や 、 エ コ 商 品 の 購入 な どの エ シ カ ル 消 
こよ り 、 消 費 者 と 事業 者 と の 協 働 に よる 取組 を 促進 し ます 。 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ 県 内 の 全市 町 村 に 、 消 費 生活 相談 窓口 が 整備 | 消費 生活 に 関す る 県 民意 識 調査 結果 『 求 め ら れる 取組 (課題 ) 』 


























en ge 〇 関心 の ある 消費 者 問題 O 行政 に 望む 消費 者 問題 に 対す る 取組 ・ 消費 者 事故 の 未然 防止 ・ 事 業者 へ の 指導 
2 相談 者 の うち 、 高 齢 者 (60 歳 以上 ) が 約 4 割 を 占め る ① 悪 質 な 商法 の 手口 と 対策 :16.996 ① 悪 質 な 事業 者 へ の 指導 ・ 取 締り の 強化 : 16.7% ・ 消 費 者 教育 の 推進 ・ 消費 者 被害 の 救済 
・ 相 談 内 容 は 、 イ ンタ ーネット 接続 回 線 の 契約 や 副業 サイ ト へ の MEN する 間 題 : 14.7% ② 商 品 や サー ビス の 事故 、 リ コー ル 等 の 情報 提供 : 11.4% ・ 市 町 村 ・ 関 係 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 

登録 に よる トラ ブル な ど 、 イ ンタ ーネット や スマ ー ト フォ ン の ③ イ ンタ ーネット 利用 に よる トラ ブル :14.1%  ⑧ 学 校 や 教育 現場 で の 消費 者 教育 の 充実 : 11.3% 

普及 に 関係 し た も の が 全て の 年 代 に お いて 上 位 を 占め る 消費 生活 に 関す る 県 民意 識 調査 (R 元 年 5 月 一 6 月 )」 

























































































































































































